
宜野湾市における人事行政の運営について公表します。
宜野湾市では、平成１７年１２月に宜野湾市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例を制定し、同１２月２６日付けで施行しています。
職員給与や職員数、勤務条件などについて情報を毎年公表することで、人事行政の透明性を高め、その公正な運営を行います。
尚、公表の内容は本市の各任命権者からの報告と各種調査資料を基に作成しています。

    （用語の説明）
部局の区分
 　（１）市長：市長を任命権者とする市長事務部局（会計課含む）
 　（２）議会：市議会議長を任命権者とする議会事務局
 　（３）選管：選挙管理委員長を任命権者とする選挙管理委員会
   （４）監査：代表監査委員を任命権者とする監査委員事務局
 　（５）教委：教育委員会を任命権者とする教育委員会事務局及び教育機関
 　（６）消防：消防長を任命権者とする消防本部及び消防署
 　（７）水道：水道事業管理者を任命権者とする水道局（公営企業）

１　職員の任用及び職員数に関する状況
（１）　職員の任用に関する状況（平成２４年度）
　　ア　任命権者別採用者数（H２４．４．１～H２５．３．３１） （単位：人）

※上記、市長部局で２６人採用後、教育委員会へ３名出向、水道局へ３名出向
※上記、市長部局２０人のうち、１名保健師、１名保育士、３名は土木職（上級）
※上記、消防８人は消防職

　　イ　任命権者別退職者数（H２４．４．１～H２５．３．３１） （単位：人）

　　定年
内訳 　　勧奨

　　その他

（2）　部門別職員数
(各年４月１日現在　単位：人)

 議      会

 総      務
 税      務 自主財源確保の取り組み強化等に伴う増員
 民      生
 衛      生
 労      働
 農林水産
 商      工
 土      木

 教      育
 消      防

 水      道 定員管理上、他部門と比較しての減員

 そ の 他

部門別職員数の状況と主な増減理由
※　上記表においては、総務省地方公共団体定員管理調査に基づき作成しています。
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主な増減理由

まちづくり推進室の設置に伴う増員

待機児童対策、生活保護世帯増加による対策等に伴う増員
県からの権限移譲による業務増に対応するための増員

用地交渉業務増への対応等に伴う増員

新設学校開校に向けた業務増等に伴う増員
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（3）　年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

区分

職員数 1 人 27 人 82 人 98 人 110 人 109 人 84 人 49 人 41 人 24 人 73 人 1 人 699 人

（４） 職員数の状況

①　平成２５年４月１日現在における定員について

２　職員の競争試験及び選考の状況
　 平成２４年度において、次のような競争試験を実施しました。各任命権者は、その
合格者のうちから職員を採用しています。
※昨年は、台風１６号の影響により第一次試験が例年より一か月遅くなりました。

（１）　職員採用候補者試験の実施状況
　　ア　職員採用候補者試験の日程

◆Ｈ２４年７月２９日　　　 新聞公告
◆Ｈ２４年１０月１４日　　　 第一次試験
◆Ｈ２４年１０月２６日　　 第一次試験合格発表
◆Ｈ２４年１１月９日、１０日、１９日、２０日、２１日 第二次試験　
◆Ｈ２４年１２月５日　　 第二次試験合格発表　　

　　イ　職員採用候補者試験の試験職種、申込者数、受験者数、合格者等の状況

222 人 138 人 20 人 13 人
67 人 50 人 7 人 2 人
62 人 48 人 7 人 2 人
44 人 29 人 5 人 1 人
4 人 2 人 2 人 1 人

19 人 14 人 6 人 1 人
42 人 30 人 6 人 2 人
2 人 2 人 2 人 1 人
1 人 1 人 1 人 1 人

21 人 13 人 10 人 4 人
9 人 7 人 4 人 1 人

163 人 111 人 10 人 4 人
656 人 445 人 80 人 33 人

36歳～39歳

　上級行政職
　中級行政職

申込者数 一次合格者

32歳～35歳28歳～31歳

受験者数

　初級行政職

職　　種

看護師職

行政職Ⅲ
行政職Ⅱ

消防職
計

　上級土木職

40歳～43歳 44歳～47歳 56歳～59歳

二次合格者

48歳～51歳 52歳～55歳

　保健師職
　保育士職

上級建築士職
建築士職

20歳未満 計

　平成17年１１月に策定した定員適正化計画では、平成22年４月１日現在の職員数
を672名とする内容でしたが、総務省が平成18年８月に示した更なる指針に基づき、
計画を延長し、最終的には職員数を665名まで削減する計画でした。しかしながら、
計画策定当時には予測し得なかった国や県からの権限移譲による業務量の増や、
震災に起因する防災体制の強化等による増員を余儀なくされ、達成には至っており
ません。
　平成25年４月１日現在の職員数は、前年度に比べ11名増の699名となっておりま
すが、今後、指定管理者制度の導入や民間委託の推進等を検討し、引き続き定員
の抑制に努めて参ります。
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（２）　宜野湾市身体障害者を対象とした選考試験の実施状況
　　ア　選考試験の日程

◆Ｈ２４年７月２９日　　　 新聞公告
◆Ｈ２４年１０月１４日　　　 第一次試験
◆Ｈ２４年１０月２６日　　 第一次試験合格発表
◆Ｈ２４年１１月１０日、２０日 第二次試験
◆Ｈ２４年１２月５日　　 第二次試験合格発表　　

　　イ　選考試験の申込者数、受験者数、合格者等の状況

4 人 4 人 1 人 0 人

（３）　宜野湾市民間企業等職務経験者を対象とした選考試験の実施状況

　　ア　選考試験の日程
◆Ｈ２１年１２月２６日　　　 新聞公告

３　職員の給与の状況
（１）人件費の状況（普通会計決算）

A B (B/A)
人 千円 千円 千円 ％ ％

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円

（注） １　職員手当には退職手当を含めていません。

２　職員数は平成24年4月1日現在の人数である。

（３）ラスパイレス指数の状況

（注） 1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

2 括弧内の数値は、国家公務員の時限的な(H24年・H25年の２年間)給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

（４）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成25年4月１日現在）

（５）職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

(注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものである。
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（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月１日現在）

（８）職員の手当の状況（平成25年4月１日現在）

1人当たり平均支給額（平成24年度決算）
千円

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　・役職加算　　5～15％ 　　・役職加算　　 5～20％
　　・管理職加算　　なし 　　・管理職加算 10～25％
（支給率） 自己都合 定年・勧奨 （支給率） 自己都合 定年・勧奨
　勤続20年 　勤続20年

　勤続25年 　勤続25年
　勤続35年 　勤続35年
　最高限度額 　最高限度額
　その他の加算措置 定年前早期退職の特例措置　 　その他の加算措置 定年前早期退職の特例措置　
　　　 　　2～20％加算 　　2～20％加算
　退職時特別昇給 無 　退職時特別昇給 無
　1人当たり平均支給額 　1人当たり平均支給額

（注） 　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した全職種(公営企業職員除く）に係る職員に支給された平均である。

28.7875月分
38.955月分

職員数 75人

区　分 １級

55人

時間外勤務手当

６級

9人120人

27.30月分

　　特殊勤務手当

38人

3.95月分

４級 ５級

支給額の多い手当

多くの職員に支給されている手当

区　　　　　分

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

全　　職　　種

72人

２級 ３級

23年度
支給実績

44.7%
46,700円

手当の種類（手当数）

13,683千円

消防活動手当・福祉事務従事手当

103,635千円

支　　給　　実　　績（平成24年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度）

代表的な手当の名称

154千円

14 種
徴税及び滞納整理手当
福祉事務従事手当・建築主事手当

112,333千円支給実績
職員１人当たり平均支給年額

172千円
24年度

職員１人当たり平均支給年額

７級
計

標準的な職務内容 主事 主事 主任主事 係長 課長 次長 部長
10人 379人

構成比 19.8% 19.0% 31.7% 14.5% 10.0% 2.4% 2.6% 100%
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47.50月分 59.28月分 46.55月分

－

調整手当
宜野湾市 国

制　度　な　し 制　度　あ　り

退
職
手
当

681千円 24,711千円 －
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・配偶者　　　　　　
・その他　　 　　　　　
ただし、配偶者がない場合１人につい

ては11,000円を支給
16歳から22歳の子１人につき5,000円
の加算あり
・家賃が月額23,000円以下
　家賃から12,000円を控除した額
・家賃が月額23,000円超

・支給額の上限は月額27,000円
通勤距離が片道2ｋｍ以上から支給

（９）特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

円
円
円
円
円
円

（平成24年度支給割合）

（平成24年度支給割合）

（算定方法：任期４年満了の場合）
給料月額×在職期間4年×500/100
給料月額×在職期間4年×300/100

(注）市議会議員の退職手当の支給はありません。

異
自動車等使用は距離に応
じて2,000円～24,500円支給

・バス等交通機関利用は定期券等の
額を支給。支給額の上限は月額
55,000円

26,467千円 56,193円

・自動車等使用は距離に応じて月額
2,300円～40,000円支給

月額13,000円
月額 6,500円

住居手当 同 － 73,452千円 205,748円
　家賃から23,000円を控除した額の2
分の1を11,000円に加算した額

通勤手当

給　　料

退職手当

市　　　 　　長
区　　　　　　　　　　分 給　料　月　額　等

12月期
1.55 月

1.40 月

6月期

副　　市　　長 742,000

（24年度決算）

計
2.95 月

支給職員１人当たり
平均支給年額

479,000

12月期 計

同

855,950

区　分 内　　　　　容
国の制度
との異同

国の制度と異なる内容
支給実績

（24年度決算）

243,430円69,134千円－

1.40 月

議           長

扶養手当

報　　酬
副    議    長 426,000

常任(運営)委員長 409,000
議           員 400,000

期末手当

市　 　　　　長
副　　市　　長
議           長
副    議    長

議           員
常任(運営)委員長 1.55 月 2.95 月

6月期

市　 　　　　長
副　　市　　長



４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）　職員の勤務時間等の状況
　　ア　一般職員の勤務時間等

①  勤務時間
　　1週間あたり３８時間４５分
　 月曜日から金曜日までの５日間に１日７時間４５分
②　１日の勤務時間の割り振り
　 午前８時３０分から午後０時
　 午後１時から午後５時１５分まで
 　（休憩時間　午後０時から午後１時まで）
③　週休日（勤務時間を割り振らない日）・・・土曜日・日曜日

　　イ　職員の休日（特に勤務を命じられない限り、勤務することを要しない日）

①　国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第７８号）に規定する休日
②　１２月２９日から翌年の１月３日までの日
③　６月２３日（慰霊の日）

（２）　職員のその他の勤務条件の状況
　　ア　任命権者別年次有給休暇の行使状況（H２４．４．１～H２５．３．３１）

備考 1 当該年度の４月１日から３月３１日までの全期間在職した職員の合計とし、
当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、
分限休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く。

　　イ　任命権者別その他の主な休暇の取得者数の状況（H２４．４．１～H２５．３．３１） （単位：人）

※私傷病休暇は、７日以上の長期間にわたる場合です。

（３）　任命権者別育児休業の取得者数の状況（H２４．４．１～H２５．３．３１） （単位：人）

５　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）　職員の分限処分の状況

　 職員が勤務成績不良や勤務に堪えない場合に行われる分限処分（免職、休職、降任、降給）は、病気による休職のみでした。
　 任命権者別病気による休職者数の内訳は、次のとおりです。

（単位：人）

（２）　職員の懲戒処分の状況
　 職員が職務上の義務違反や全体の奉仕者たるにふさわしくない非行を行った場合に行われる懲戒処分（戒告、減給、停職、免職）

（単位：人）
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６　職員の服務の状況
（１）　職務専念義務の免除の状況

　 職員は、職務に関連する研修や本市の業務と密接な関連を有する団体の業務に従事する等の場合において、
条例規則で定められた範囲内に限り、任命権者の許可を得て、勤務時間内における職務に専念する義務を免除される場合があります。
　 平成２４年度における職務専念義務の免除を受けた職員の数は次のとおりです。

任命権者別職務専念義務の免除を許可した職員数（延べ人数） （単位：人）

※健康診断、人間ドック等は除いています。

（２）　営利企業等の従事の許可の状況
　 職員は営利企業の役員等になること、自ら営利企業を営むことあるいは報酬を得て他の事務事業に従事することが制限されており、
各任命権者の許可を受けた場合に限り従事することができることとなっています。
　 平成２４年度における営利企業従事許可の件数は、次のとおりです。

（単位：件）

７　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１）　職員の研修の状況

　 職員の公務能率の発揮と増進を図るため、平成２４年度に実施した研修は、
以下のとおりです。

平成２４年度　職員研修の実施状況
※人事課対応分

回数 人数
1 1 34
2 1 29
3 1 10
4 1 10
5 1 58

5 141
1 1 46
2 1 28
3 1 26
4 1 32
5 1 36
6 1 38
7 3（6日） 219
8 1 26
9 1 32
10 1 23
11 1 22
12 1 31

14 559
1 31 80
2 9 9
3 2 2
4 1 3
5 1 2
6 1 2
7 1 8
8 1 1
9 1 1

48 108
67 808

※消防本部
回数 人数

1 1 8
2 1 7
3 1 1
4 1 2
5 1 3
6 1 3

6 24
1 1 1
2 1 1

2 2
8 26

（２）　勤務成績の評定
　 人事考課等の勤務成績の評定は特に行っていません。
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８　職員の福祉及び利益の保護の状況
・職員の福利厚生

　 地方公務員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは
災害に関して適切な給付を行うため、互助救済を目的とする共済制度があります。本市職員に対して適用される共済制度は、
沖縄県市町村職員共済組合と公立学校共済組合沖縄支部が制度を運用、実施しています。
　 また、職員は共済組合の事業をより充実、補完するために設けられた沖縄県市町村職員互助会に加入し、福利厚生事業の
充実を図っています。互助会の事業は、会員掛金（給料月額の1000分の10）と市負担金（給料月額の1000分の5）で運営されて
います。事業内容等については下記のとおりです。

９　その他市長が必要と認める事項
　　今回はありません。

546千円

結婚祝金、出産祝金、傷病見舞金、人間ドック助成金等

32人 1,093千円
市長部局等 657人 22,475千円 11,237千円
公営企業

貸付事業

会員（H24.4.1現在） 掛金額（H24年度実績） 負担金額（H24年度実績）

一般貸付、住宅貸付、特別貸付、災害貸付
公益事業 講演会等の開催費用助成、車椅子の寄贈

項　　目 内　　　　　　　　　容
給付事業



１０　公営企業職員の状況
　（１）　　水道事業
　　　①　職員給与費の状況
　　　　ア　　決算

　　　　イ　　予算

（注）　１　職員手当には退職給与金を含まない。
２　給与費は当初予算に計上された額である。

　　　②　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　　③　職員の手当の状況
　　　　ア　　期末手当・勤勉手当（平成２５年４月１日現在）

職制上の段階、職務の等級による加算措置　有　

　　　　イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成22～24年度に退職した職員に支給された平均額。

　　　　ウ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

支給実績（２４年度決算） 355
支給職員1人当たり平均支給年額（２４年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度） 43.3
手当の種類（手当数） 3

　　　　エ　時間外勤務手当

 職員1人当たり平均支給年額（２４年度決算）

　　　　オ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

 配偶者13,000円、その他6,500円

 ただし、配偶者がない場合

 1人については11,000円を支給

 16歳から22歳の子1人につき5,000円の加算あり

 交通機関等利用者は定期券等の額。限度額55,000円

 自家用車は距離に応じて2,300～40,000円

　　　④　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
　　　　 　　平成13年度において、組織の見直しを行い、4課8係（40）名から3課9係（39）名へと移行しました。

　その後、業務の委託・退職者の不補充等により、平成14年度3名、16年度2名、17年度1名、18年度に
　係の統合（9係から8係へ）等で2名、平成22年度に水道工の退職者不補充で1名減員を行っております。
　平成24年度においては勤務条件改善のため水道局総務課へ１名増員しましたが、今年度１名削減をし、
　現在定数42名に対し30名となっております。

 種　　

特殊現場
作業手当

施設課職員

地上又は水面上１０メートル以上の
足場の不安定な箇所で行う高層建
築物、橋りょう等の工事現場におけ
る監督、測量、検査調査等に従事し
た職員

日額220円（20メート
ル以上は320円）

（参考）総 費 用 純損益又は
区　分

Ｂ／Ａ

総費用に占める
２３年度の総費用に占職員給与費比率
める職員給与費比率

％
２４年度

千円 千円 千円
1,824,579 152,024138,085 8.33 8.29

職員給与費

Ａ

区　分
職員数 給　　　　与　　　　費 一人当たり給与費

Ａ

％
実 質 収 支 Ｂ

給　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ Ｂ／Ａ

２５年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

157,239 5,241

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

30 104,395 15,983 36,861

　３７歳 292,508円 422,288円

期末手当 勤勉手当
6月期 1.90月分 　 －月分
12月期 2.05月分 　 －月分

　計 3.95月分 　 －月分

（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年    21.00月分    27.30月分
勤続25年    33.75月分    42.12月分
勤続35年  　47.50月分 　 59.28月分

最高限度額 　 59.28月分 　 59.28月分

その他の加算措置
　　定年前早期退職特例措置
　　　（2％～20％加算）

　　退職時特別昇給　　　　　　 無
　1人当たり平均支給額 24,055千円

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種

27,307

代表的な手当
の名称

主な支給対象職員 手当を受ける範囲  左記職員に対する支給額

 千円　　
 円　　
 ％　　

水道技術
管理者手当

水道技術管理者に
水道技術管理業務 月額　　5,000　円

命じられた職員

支給実績（２４年度決算）

暴風雨時
勤務手当

宜野湾市職員の給与に関する条例第14条別表第３に準じる

141,317 円

手 当 名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

支 給 実 績
（24年度決算）

4,240千円

支給職員1人当たり
 平均支給年額
（24年度決算）

扶養手当 同 2,853千円 203,786 円

住居手当 同 4,002千円 190,571 円

通勤手当 同 1,349千円 71,000 円

 住居を借りている場合は、最高27,000円

 所有の場合は無し


